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松方財政初期における予算の流用と繰越

長 山 貴 之

1. はじめに

1.1. 本稿の主題

松方財政の最優先目標については，それが紙幣整理なのか軍備拡張なのかで

意見が分かれてきたl。筆者は前者の考えを支持するが，本稿ではこの論争には

立ち入らない。紙幣整理が当時の財政政策にとって非常に優先順位の高い課題

であったことついては，軍拡中心論者も同意しているからである20

本稿の主題は，紙幣整理を側面から支援する役割を果たした定額据置が各官

庁の経費構造に対してどのような影響を及ぼしたのかを考察することにあるO

定額据置の要点は 2つある3。第1にM15から17年度会計までは定額金を据え

置く。第2に定額金の残金繰越と中科目以下の流用を認めるO この政策は「飴

と鞭」にも例えられようが，予算の拘束力を弱めるという飴は「折角進められ

てきた予算制度の整備を損なうものであった」と言われる4aしかし，定額据置

が各官庁に対して具体的にどのような影響を与えたのかについては未だ明らか

にされていない。以下では，複数年度支出と決算支出差額に着目しつつ，定額

据置に対して各官庁が取った対応とその意味を解明する。

1 論争の詳細については，室山義正『近代日本の軍事と財政』東京大学出版会，

1984年，大石嘉一郎『自由民権と大隈・松方財政』東京大学出版会， 1989年，神

山恒雄『明治経済政策史の研究』塙書房， 1995年，高橋秀直『日清戦争への道』

東京創元社， 1995年などを参照せよ。

2 大石『自由民権と大隈・松方財政J350頁。
3 明治15年太政官達第21号参照。以下では明治を「M」で表す。

4 深谷徳次郎『明治政府財政基盤の確立』御茶の水書房， 1995年， 125頁。
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1.2. 常用金会計の年度間構造

本論に入る前に，常用金会計の年度間構造を明らかにしておく必要がある。

定額据置は上述した通りM15から17年度会計にかけて実施されていたが，本稿

では繰越金を考慮して前後 1ヶ年度ず、つ延長し， M14から18年度会計までを考

察の対象とするo これらの年度間構造を図示すれば図1のようになるO

当時の会計制度では，まず現金が国庫から各官庁に交付され，各宮庁はその

現金によって経費の支払を行った。そして，国庫支出は複数年度に亘って行う

ことが認められていた5oM14年度会計を例に取る。同会計はM14年度中は「M
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法令上，国庫支出は2ヶ年度間しか認められていなかったが，実際にはM14年度

会計まで3ヶ年度に亘って支出が行われていた。
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14年甲部」， M15年度中は「M15年乙部」， M16年度中は「M16年丙部」と呼ばれ

た6。図1では， M14年甲部からの国庫支出を「⑪甲」， M15年乙部からのそれを

「⑬乙」， M16年丙部からのそれを「⑬丙」で表しているO 従って⑭甲，⑬乙，⑬

丙の 3つを加算すればM14年度会計の決算額が求められるo

各官庁は，国庫から交付された現金を経費の支払に充てるO この支出も複数

年度に亘って行うことが認められていた。再びM14年度会計を例に取る。図l

では，各官庁がM14年度中に行った支出を「⑬AJ,M15年度中に行った支出を

「⑬B」， M16年度中に行った支出を「⑬C」で表しているo従って，⑬A，⑮B,

⑬Cの3つを加算すればM14年度会計の支出額が求められる。

各官庁は，国庫から交付された現金の一部を当該年度会計で支出せず，次年

度会計に繰越すことができるO 図Iでは，各会計の繰入と繰越の頭に帰属年度

数が振ってあるO 例えばM14年度会計の繰入は「14繰入J，繰越は「14繰越」で

表しているらまた現年度の繰越と次年度の繰入は一致する。なぜなら，例えば

14繰越と15繰入は同一物だからであるO

次に決算額と支出額とを比較する。引き続きM14年度会計を例に取ると，⑭

甲と⑭A，⑬乙と⑬B，⑬丙と⑬Cは必ずしも一致しない。なぜなら，例えば⑭

甲の一部が⑬Bや⑬Cの一部として支出される可能性があるからである。また

⑭甲，⑮乙，⑬丙の合計額も⑭A，⑬B，⑬Cの合計額と一致するとは限らない0

14繰越から14繰入を号｜いたM14年度会計の純繰越額だけ差額が発生するからで

あるO 一般に，決算額と支出額とは一致しない。

2. 複数年度支出

2.1. 決算額

常用金の各年度会計における決算額について，甲部と乙部を区別しながら見

ていく。図2を見ると，甲部からの国庫支出額が増加しているのに対して，乙

部からの国庫支出額が減少していることが解る。これは，常用金会計の国庫支

6 M14年度会計の乙部が「M14年乙部」ではないことに注意せよ。
7 「14繰越」はM14年度中に行われる訳ではないことに注意せよ。
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口経常歳出園臨時歳出

上：甲部 下：乙部

出所：各国「大蔵卿年報書」及び「大蔵大臣年報書」より作成。

註： M14年度会計には丙部まで設けられ， 133,005.208円の経常歳出が支

出された。

図2 常用金会計における甲部と乙部の国庫支出額

出が複数年度主義から単年度主義に移行しつつあることを示しているO

M18年度会計の国庫支出額，特に甲部からのそれが激減しているのは，会計

年度の改正が行われたためであるO M17年10月，会計年度は従来の 7月～6月

から 4月～3月に変更された8。この改正により， M18年度は7月～3月という

9ヶ月間の変則会計を余儀なくされた。従って計算上は， M18年度会計の国庫

支出額は前年度の 3/4の水準まで減少してもおかしくない。しかし現実には，

同会計の国庫支出額はそこまで減少していない。つまり，同会計の国庫支出額

は前年度と比べて「増加」しているとも言えるO

常用金会計全体での国庫支出額は，定額据置にも拘らず増加傾向にあった。

これは6,700万円余で停滞傾向にあった収入額と比較すると対照的である90 

2.1.1. 経常歳出

常用金会計は経常歳出と臨時歳出に分かれる。経常歳出の国庫支出額を示す

図3を見ると，乙部における国庫支出の中心が「国債償還」であることが解る。

各官庁の経費を表す「官省院使局費」は，乙部からの国庫支出が相対的に少額

M17年太政官達第89号参照。

歳入面まで含めた甲乙部制の分析については室山義正「松方デフレーションのメ

カニズム」梅村文次・中村隆英編『松方財政と殖産興業政策』国際連合大学，

1983年， 127-155頁を参照せよ。
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口国債償還 園国債利子 髄官省院使局費
~府県費・府県徴税費 国警察費 圏その他

上－甲部 下：乙部

出所：各回「大蔵卿年報書」及び「大蔵大臣年報書」より作成。
註： Ml4年度会計には丙部まで設けられ， 132,875.608円の官省院使局
費と129.6円の府県費が支出された。

図3 経常歳出における甲部と乙部の国庫支出額
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口内国債 圏外国債 圏紙幣消却

上：甲部 下．乙部

出所：各国「大蔵卿年報書」及び「大蔵大臣年報書」より作成。

図4 国債償還における甲部と乙部の国庫支出額
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である。また残りの費目については，絶対額から見て乙部を無視できるO

「国債償還」における甲部と乙部の国庫支出額を図示すると図4のようにな

るO 乙部からの国庫支出は大部分が紙幣消却によって占められている。室山教
授が指摘するように10，紙幣消却を乙部に移したのは甲部の撒超傾向を是正す

るためであった。この措置によって予備紙幣の回収が可能となり，紙幣整理が

大きく前進したのであるO

M14年度会計を見ると「内国債」における乙部の比率が非常に高い。これは

10 室山「松方デフレーションのメカニズム」 134-136頁。
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M7年発行の秩禄公債の償還期限が「M15年中」になっていたことによるo予

算上，秩禄公債はM15年4月に抽選で償還されることになっていたが，甲部か

らの国庫支出を削減するために， M7年発行分に限り11月に全額償還したので

ある 110 当時の会計年度は7月～6月であったため， 同一暦年の4月と11月は

異なる会計年度に区分される。それゆえ，このような措置が可能となった。

M18年会計を見ると「外国債」における乙部からの国庫支出が目立つ。これ

はMl9年3月に歳入歳出出納規則が制定されたことによる。同規則の第14条に

より，大蔵省は国庫から受け取った経費を次年度に支出することができなく

なった120 そのため， 甲部から交付された外国債の元金償還資金を帳簿上国庫

に返納し，乙部から再交付を受けたのである130

2.1.2. 臨時歳出

臨時歳出における甲部と乙部の国庫支出額を図示すると図5のようになるo

臨時歳出の乙部は大部分が雑多な国庫支出によって占められており，「その他」

の比率が非常に高い。しかし，これらの臨時歳出は単に前年度に帰属するとい

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計も~後~

M17年度会計

M18年度会計

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 （万円）

口興業費 園蛍業資本及繰替金白紙暢鎗却元資 図軍備都繰入

圏その他

上申部 下：乙部

出所：各国「大蔵卿年報書」及び「大蔵大臣年報書」より作成。

図5 臨時歳出における甲部と乙部の国庫支出額

11 大蔵省編「（自明治十四年七月至同十五年六月）大蔵卿第八回年報書J林健久監

修『大蔵省年報（覆刻版）』第3巻，日本図書センター， 1986年， 13頁及び「（自

明治十五年七月至同十六年六月）大蔵卿第九回年報書」同書，第4巻， 27頁。

12 M19年閣令第3号参照。

13 「（自明治十九年四月至同二十年三月）大蔵大臣第十三回年報書」林，前掲書，第

5巻， 28頁。
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うに過ぎず，政策的な合意はない。それに対して， M16年度会計の「軍備部繰

入」には注目する必要があるo この軍備部繰入は，軍備拡張による将来の維持

費増に備えて，常用金会計から準備金会計の軍備部に，増税によって生じた剰

余を繰り入れるというものであった。軍備部繰入は常用金会計における甲部の

撒超傾向を是正するためもあって乙部から行われたが，実施されたのはM16年

度の 1回限りであった。デフレによる税収減のために軍備部繰入を行う余裕が

なくなったのである。こうして「増税＝軍備部方式」は軍事費の大幅増額とも

相まって破綻してしまう。軍備部はM19年度をもって廃止された14a

2.2. 支出額

次に各年度会計の支出額を図1における A, B, Cの区分に従って検討すべ

きであるが，これは不可能であるO 各年度会計の「歳計決算報告書」には支出

総額しか掲載されておらず，これらを支出年度毎に区分した資料は存在しな

い。以下では各年度会計の決算総額と支出総額に基づいて考察を進める。

3. 決算支出差額

決算額と支出額が一般に一致しないことについては既に述べた。しかし，こ

の決算支出差額は具体的に何を意味するのだろうか。「決算額」は国庫支出額

を，「支出額」は各官庁の支出額を各々指す。従って，後者が前者を下回るなら

各官庁は国庫から交付された金額以下の支出しか行っていないことになる。つ

まり，各官庁は「内部留保」を蓄積している。反対に後者が前者を上回るなら，

各官庁は国庫から交付された金額以上の支出を行っていることになる。つま

り，各宮庁は「内部留保」を取り崩している。このことは，各年度会計の決算

支出差額が純繰越額に一致することからも解る150

14 室山『近代日本の軍事と財政』 122-131頁。
15 純繰越額の中には「未決算繰越額」も含まれる。未決算繰越に区分される経費
は，単に当該年度中に決算を完了できなかったに過ぎない。従って，これを「内
部留保」に含めるのは適当ではないが，ここでは議論の簡略化のために未決算ノ
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口経常歳出図臨時歳出

上：予算額 中央決算額下 支出額

出所：各年度「決算書」より作成。

図6 常用金会計における予算，決算，支出額

常用金会計における各年度会計の決算及び支出額を見ょう。図6では参考の

ために予算額も併せて掲げているO この図から 3つのことが解る。第1に，決

算額は常に予算額を上回っている。つまり，国庫支出が予定された金額以内に

収まることはなかった。これは当時の歳出圧力の強さを物語っているO第2に，

定額据置が実施されたM15から18年度会計までは，支出額が決算額を下回る傾

向にあった。第3に，予算決算差額は常に決算支出差額を上回っている。本稿

ではこのうち，第2と第3の点が重要になる。

3.1. 経常歳出

図7は経常歳出における予算，決算，支出額を示しているO M16と17年度会

計では国債償還の予算決算差額が非常に大きくなっているo しかし，これらの

差額は原因がはっきりしている。 M16年度会計の増額は「征討費借入金」のう

ち500万円を償還したためである160 またM17年度会計の減額は，高利の金禄公

債の償還を200万円余り増額する一方で，銀免換制度の導入により500万円弱の

ノ繰越と通常の繰越をあえて区別しない。

16 大蔵省編「明治十六年度歳計決算報告書」大内兵衛・土屋喬雄編『明治前期財政

経済史料集成』第6巻，改造社， 1932年， 22頁。
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M17年度会計

M18年度会計

1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 （万円）

口国債償還 園国債利子弁雑費 圏官省院使局費

~府県費・府県徴税費 目警察費 圏その他

上：予算額 中央：決算額 下：支出額

出所：各年度「決算書」より作成。

図7 経常歳出における予算，決算，支出額

紙幣消却を中止したためである17c決算支出差額に目を転じれば， その大部分
が「官省院使局費」であることが解る。 MI7年度会計だけは「国債償還」と「国

債利子井雑費」の減額が「官省院使局費」の増額を相殺しているが，他の年度

では「官省院使局費」と経常歳出全体の動きが一致しているO これは，各官庁

における「内部留保」の増減が経常歳出の決算支出差額をもたらしたことを示

すものであるO

次に「官省院使局費」の決算支出差額をより詳細に検討するO 図8は，各官

庁がMI4から18年度会計までに蓄積し，取り崩した「内部留保」を示してい

る180このうち，開拓使がMI4年度会計において巨額の「内部留保」を取り崩し

ているのは，開拓使がMI4年度限りで廃止されたからであり，特殊な事例であ

るoまた，内閣と逓信省はMI8年度に新設された官庁であるO更に，決算支出差

額の少ない「外局」を除外すると，主要10官庁と在外公館が残る。以下では，

これら11官庁の決算支出差額を組織別，経費別に考察する。

17 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 161頁。
18 法律上，定額繰越が認められていたのはM15から17年度会計までであった。しか
し実際にはM14と18年度会計でも繰越が行われている。
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出所：各年度「決算書」より作成。

図8 官省院使局費における組織別決算支出差額
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口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図9 官省院使局費の予算決算，決算支出差額

しかし，ここで問題が生じる。決算書には予算額と決算額が小科目まで記載

されているが，決算額は大科目までしか掲載されていない。従って，組織別と

経費別の決算支出差額を計算することは不可能であるo利用できるのは予算支

出差額だけに過ぎない。図9は「官省院使局費」全体の予算決算，決算支出差

額を示しているO 両者を加算すれば予算支出差額になる。 M14と18年度会計で

は予算決算差額が決算支出差額と比べて相対的に小さく，両者の合計である予

算支出差額は決算支出差額の動きを反映する。しかし，その他の年度では予算
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決算差額が決算支出差額を大きく相殺しており，予算支出差額から決算支出差

額を推計することは困難に思われる。では総ての官庁において推計は不可能な

のであろうか。

3.1.1. 推計が可能な官庁

3.1.1.1. 外務省

図10は外務省の予算決算，決算支出差額を示している。この図から， M14年

度会計を除いて予算支出差額は決算支出差額の動きを反映することが解る。

図11は外務省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているo M14年

度会計には，他の年度と比べて相対的に大きな予算決算差額が生じている。こ

の原因は主に「予算増加」にある。「予算増加」は予算額を上回る国庫支出が行

われたことを示す。具体的には「外務卿臨時交際費」の8千円と「外務卿官舎

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 （万円）
ロー聖書決算差額 ~決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図10 外務省の予算決算，決算支出差額

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 （万円）
園予算増加 日予算移入 図残金返納 目前年度繰入 圏次年度繰越
圏引継金 自国庫還納

上・予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図11 外務省における予算決算，決算支出差額の構成
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装飾費」の6千円弱が大部分を占めている。なお「予算移入」は，他の官庁か

ら当該官庁に予算が移されたことを示す。「残金返納」は，国庫から支出された

経費を当該官庁が使用せず，国庫に返納した乙とを示す。これらを合計すると

予算決算差額になるoまた「前年度繰入」は前年度会計からの繰入を，「次年度

繰越」は次年度会計への繰越を各々表す190「引継金」は，ある官庁が「内部留

保」を次年度に繰り越さず，他の官庁に移転したことを示す。 M17と18年度会

計の「引継金」は，外務省の「外局」である在外公館からの移転であるo「国庫

還納」は，「内部留保」を次年度に繰り越さず，国庫に還納したことを示す。こ

れらを合計すると決算支出差額になる。

3.1.1.1.1. 組織別分類

外務省には本省以外の部局が存在しないので，組織別分類を行う限り，外務

省の決算支出差額をそのまま利用できるO 図8を見ると，外務本省はM14と15

年度会計で「内部留保」を蓄積し， M16から18年度会計にかけてそれを取り崩

しているO しかも「内部留保」は蓄積した金額よりも取り崩した金額のほうが

大きい。これは「外局」の在外公館から外務本省に「内部留保Jの移転が行わ

れたためであるO

図12は外務省における支出の組織別決算超過率を示しているo M17と18年度

会計が非常に高い比率を示しているが，これは在外公館からの移転の大きさを

物語っているO この移転がなければ， M17年度会計は2.68%, M18年度会計は

-22. 74%になるはずであった。

3.1.1.1.2. 経費別分類

図13は外務省における経費別予算支出差額を示している。当然、この図でも

「内部留保」は蓄積された以上に取り崩されている。 また5ヶ年度を合計して

「内部留保」の蓄積に貢献しているのは「俸給」だけである O

19 外務省の「次年度繰越」には「未決算繰越」が含まれるが，その金額は極めて少

ない。具体的には， M14と15年度会計に106円93銭5厘ず、つの「未決算繰越」が

存在するだけである。
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M14年度会計 M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図12 外務省における支出の組織別決算超過率

出所：各年度「決算書」より作成。

図13 外務省における経費別予算支出差額

図14は外務省における支出の経費別予算超過率を示しているo上段には超過

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配しているO まず上段を見るとM14

と15年度会計における「その他」の高比率が目に付く。しかし，これは分母の

予算額があまりに小さ過ぎるためであって，この高比率には数字ほどの意味は

ない。それに対してM17と18年度会計における「外国行諸費」の高比率は重要

であるo「外国行諸費」の中心は旅費で、あるoつまり，外務省はこの両年度会計

で内部留保を取り崩し，他経費を流用することによって，官吏の海外派遣を活

発化させた。また「営繕費Jの高比率は分子の予算支出差額の大きさを反映し

たものである。

下段に目を転じると，「俸給」と「雑給」が線対称をなしているのが解る。こ

れは両者の間で流用が行われた現れであるO 但し「雑給」には非常勤労働者の

傭給の他に官吏の諸手当や賞与も含まれるので，官吏の手取り額が減少したと

は限らない。また「庁費Jは点対称をなしており，自ら蓄積した「内部留保」

を取り崩す形になっているが，その比率の絶対値は取り崩し時の方が大きい。
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M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

M18年度会計

3.1.1.2. 大蔵省

図15は大蔵省の予算決算，決算支出差額を示しているO この図から， M18年

度会計を除いて予算支出差額は決算支出差額の動きを反映することが解る。ま

た「内部留保」は主にM14と15年度会計で蓄積され， M16と17年度会計で取り

崩された。

図16は大蔵省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているO この図

からは2つのことが解る。第1に， M14年度会計の予算決算差額が小さいのは，

多額の「予算増加」と「残金返納」が打ち消しあった結果であるO 「予算増加」

の原因は，開拓使の廃止によって北海道の物産取扱事務が大蔵省に移管された

ことにあるO この事務移管により11万円余りの増加が生じた20。「残金返納」の

原因は特定できないが，以下で示すように大蔵本省と租税局の経費が返納され

た可能性が高い。第2に， M18年度会計の予算決算差額は「予算増加」に起因し

ているO しかし，この増加は「国庫還納」と対をなしているので，純粋な増加

20 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 173頁。
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出所：各年度「決算書」より作成。

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

図15 大蔵省の予算決算，決算支出差額
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図予算増加 田予算移入 国予算移出 図残金返納 口前年度繰入

圏次年度繰越 国国庫還納

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図16 大蔵省における予算決算，決算支出差額の構成

とは言えない。大蔵省は財政宮庁なので，予算規律は厳格であるべきだという

考えが強い。当時，予算規律を乱していた最大の元凶は各官庁の「内部留保J

であった。大蔵省は率先して範を垂れるべく，自省の「内部留保」を国庫に還

納した。そして，ほぼ同額の「予算増加」によって「国庫還納」の損失を埋め

合わせたのである210従って，この「予算増加」と「国庫還納」の組み合わせは，

「内部留保」の取り崩しと同じ働きをしているoなお「予算移出」は当該官庁か

ら他の官庁に予算が移されたことを示す。他の費目については既に説明した通

りであるO

21 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 371頁。
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3.1.1.2.1. 組織別分類

図17は大蔵省における組織別予算支出差額を示している。上段には差額の大

きな部局を，下段には差額の小さな部局を配しているO まず上段を見る。 M14

年度会計において，大蔵本省と租税局の支出額は予算額を大きく割り込んでい

るO しかしこの差額には，その大きさから考えて，予算決算差額の一部をなす

「残金返納」が含まれているO 従って，この金額が総で流用や「内部留保」に充

てられた訳ではない。また租税局の場合，明らかに本局から各地出張所に予算

が流用されているO しかし，租税局と各地出張所は本局と出先機関の関係にあ

り， M15年度に「租税局」として大蔵省本体から独立するのであるから，両者の

結び付きが強いのは自然なことであるo M18年度会計でも，出納局から金庫局

への予算の流用が見受けられる。これは，出納局から新設の金庫局へ国庫管理

事務の一部が移管されたためである。

下段には概ね，予算の流用を受け「内部留保」を取り崩した部局が並んでい

るO 但し，金額を見ると各部局ともそれほど大きくはない。関税局と各港税関

はM15年度に「関税局」として大蔵省本体から独立した。常平局はM15年度の

途中で庶務局と名称を改め，大蔵本省に区分されるようになった。預金局と金

庫局大阪出張所はM18年度に新設された。従って，これらの部局の予算支出差

額は相対的に小さい。また，銀行局は少額とはいえ一貫して経費を削減されて

本 省ト一一一一一一－-J;Wa 仁二議綴綴繍

租 税 局十一一一－－j

租税局各地出張所ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－－1 I 
出 納 局側縫機欄側側側機織膨~悶 ----

金 庫 局卜一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 機織織機線機綴議総裁纏機機畿議麹一一
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その他＋
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口M14年度会計図 M15年度会計目 M16年度会計図 M17年度会計圏 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図17 大蔵省における組織別予算支出差額
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いるが，これは同局の管轄が銀行及び銀行類似会社であり，国家財政に直接関

与していなかったためであろう。

図18は大蔵省における支出の組織別予算超過率を示しているO 上段には超過

率が大きな部局を，下段には小さな部局を配しているO まず上段を見る。常平

局と出納局がM15と18年度会計で大きく落ち込んでいるのは，上述の組織変更

と事務移管のためである。またM17と18年度会計では調査局・主計局の超過率

が上昇しているO 調査局はM18年度から主計局に拡大改組された。その際に，

組織拡充の費用の一部が他部局からの予算の流用と「内部留保」の取り崩しに

よって賄われたのであるO

次に下段を見る。出納局大阪出張所の高比率は出納本局からの流用によるも

のであるO それに対して，国債局と記録局は無関係の部局から流用を受け，「内

部留保」を取り崩しているO 国債局は，当時非常に重要視されていた国債管理

政策を担当し，準備金会計を専管していた。従って，その優遇は理解できる。

しかし，記録局は諸文書の作成及び保管を担当する部局に過ぎない。記録局が

扱う文書の中で経費を積み増すに値するものは，国庫の伝票手続に関する書類

40也

30% 

20耳

M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

30% 

25% 

20覧

15% 

10胃

5% 

0% 

-5耳

-10首

ー15弘

-20見

M122年覧手度会計 M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図18 大蔵省における支出の組織別予算超過率
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以外には考えられないが，確証は得られない220これらの部局とは対照的に，大

蔵省の中枢機能を担う本省は優遇されているとは言い難い。

3.1.1.2.2. 経費別分類

図19は大蔵省における経費別予算支出差額を示しているo この図は概ね左右

対称の形をしている。つまり各経費の「内部留保」に対する貢献は， 5ヶ年度を

合計すればゼロに近づく。但し「俸給」だけは一貫して負の値を取っており，

流用や「内部留保」の原資になっている。

図20は大蔵省における支出の経費別予算超過率を示している。上段には超過

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配している。まず上段を見ると，「営

繕費」の優遇が顕著に現れているoまた「外国行諸費」はM14から16年度会計ま

では大きく抑制されていたが，その後急激に積み増されている。これは外務省

でも見られた現象であり，官吏の海外派遣の活発化を示している。但し「外国

行諸費」は分母となる予算額が小さいので，超過率が変動しやすい。

下段に目を転じると，四つの経費が様々な動きをしている。「俸給」は一貫し

て負の比率を示している。数字が小さいのは分母となる予算額が大きいからで

ある。また「雑給」はM16年度会計から，「庁費」はM18年度会計になって初め

て予算を積み増されており，両者の優先順位が解る。「貨幣取扱費」がM18年度

会計で大きく落ち込んでいるのは，銀免換制度が導入されたためであるO 具体

出所：各年度「決算書」より作成。

図19 大蔵省における経費別予算支出差額

22 伝票手続の詳細については，拙稿「明治九年大蔵省出納条例の構造と機能一一

明治初期における日本の予算制度」『（九州大学）経済論究J第95号， 1996年7

月， 139-198頁を参照せよ。
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出所：各年度「決算書」より作成。

図20 大蔵省における支出の経費別予算超過率

的には，出納局から日本銀行に損傷札交換や紙幣焼却の事務が移管されたた

め，当該事務の不用金が他経費に流用された。

3.1.1.3. 陸軍省

図21は陸軍省の予算決算，決算支出差額を示している。この図から予算支出

差額は決算支出差額の動きを反映することが解る。「内部留保」はMI4から16

年度会計にかけて蓄積され， MI7と18年度会計で取り崩された。

図22は陸軍省における予算決算，決算支出差額の構成を示している。 MI6年

度会計の予算決算差額では「予算増加」の一部を「予算移出」が相殺している。

「予算増加」の中心は，村田銃及び弾薬を製造するための経費15万5千円余りと

大山陸軍卿を欧州に派遣するための経費2万5千円であった。「予算移出」は，

金属試験器械の購入費4万円余りを陸軍省砲兵工廠興業費に移算したために生

じた230Ml 7年度会計の予算決算差額では「予算移出」を「予算増加」と「予算

23 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 24頁。
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M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計
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-60 -50 -40 -30 :...20 -10 0 10 .20 30 40 50 （万円）

口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

図21 陸軍省の予算決算，決算支出差額

ー100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 （万円）

図予算増加 回予算移入 目予算移出 図残金返納 口前年度繰入

圏次年度繰越 圏引継金 回国庫還納

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図22 陸軍省における予算決算，決算支出差額の構成

移入」が相殺しているO 「予算移出」は，海岸砲製造器械の設置費17万l千円余

りを陸軍省砲兵工廠興業費に移出したために生じた。「予算増加」の中心は，福

岡県で行った演習費5万4千円余りと大阪府へ憲兵隊を分遣するための経費1

万4干円弱であった。「予算移入」は，屯田兵と北海道移住士族に関する経費9

万2千円弱を臨時歳出の雑出から，三角測量に関する経費 1万円余りを内務省

から移算したために生じた。 M18年度会計の予算決算差額では「予算増加」を

主として「予算移出」が相殺している。「予算増加」は火薬製造費8万4千円弱

と対馬分遣隊費2万7千円余りから構成される。「予算移出」は主に，屯田兵に

関する経費4万1千円余りを新設の北海道庁に，青山練兵場の用地購入費3万

5千円を臨時歳出の雑出に移算したために生じた。予算決算差額は決算支出差

額と比べれば確かに小さい。しかし上で見たように，その構成要素は多岐に亘
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り，中には銃及び弾薬製造費の「予算増加」のように軍事的に見て重要なもの

も含まれているO なお，陸軍省はM15,17, 18年度会計で「内部留保」の国庫還

納を行っているが，「内部留保」の総額から見れば，それほど大きなものではな

し、。

3.1.1.3.1. 組織別分類

図23は陸軍省における組織別予算支出差額を示しているO 上段には差額の大

きな部局を，下段には差額の小さな部局を配している。まず上段を見ると，各

部局の特徴がはっきり現れているO 各軍管歩兵隊は，予算の流用及び「内部留

保」の蓄積に貢献しており，各軍管官癖と各工兵方面はその恩恵を受けている。

陸軍本省は中立的であるO 各工兵方面は土木建築を掌る現業部門であり 24，各

軍管工兵隊とは職務が異なるO 当時，陸軍省は海岸線の砲台建築を急いでいた

が， M16から18年度会計にかけて臨時歳出の砲台建築費を消化し切れておら

ず， M16と17年度会計では「残金返納」が， M18年度会計では「次年度繰越」が

本 省ト一一一一一一一一一一一一ーー一一一おお※ぶお祉士ゴ 防総綴費留一ーー一一一一一
各軍管官廊十一一一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一－」伽一二おお濁勝一
各軍管歩兵隊卜畷議議総ぶミぬ吋三三三三三三三彰勿~ ｜一一一一ー一一一一ーー
各工兵方面十一一ー一一一一一一一一一ー一一一一一ーー一一 一一旺~繍鍛議機鐙欄一一

-160 -140 -120 -100 -80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80 100 120 140 （万円）

参謀本部・監軍本部？
近衛局及び各隊十
第一軍管騎兵隊＋
各軍管砲兵隊寸
各.管工兵隊＋
各軍管蛸重兵隊＋
各砲兵方面＋
士宮学校・戸山学校＋
教導団胃腸及び各隊寸
軍医本部・東京陸軍病院＋
裁判所＋
軍馬局・病馬鹿＋
憲兵隊＋
屯回事務局斗

-20 -15 『10 -5 0 5 10 （万円）
口M14年度会計図 M15年度会計国 M16年度会計図 M17年度会計閤 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図23 陸軍省における組織別予算支出差額

24 M 7年11月の創設時には各軍管と同じく東京，仙台，名古屋，大阪，広島，熊本
の6方面であったが， M16年2月に砲兵方面と同じ東京と大阪の 2方面に改組さ
れた。
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発生している250 従って，各工兵方面における経費の積み増し分は砲台建築で

はなく，通常の兵舎修築などに充てられたものと思われる。

次に下段を見ると，予算支出差額がやや負の値に偏っていることが解る。な

かでも，近衛局及び各隊，各軍管砲兵隊，教導団官癖及び各隊が比較的大きく

経費を削減されているO また，下士官の養成機関である教導団と士官学校・戸

山学校は好対照をなしている。

図24は陸軍省における支出の組織別予算超過率を示しているO 上段には超過

M17年度会計 M18年度会計

M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

25 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 28頁，

「明治十七年度歳計決算報告書」同書，第6巻， 167頁，「明治十八年度歳計決算

報告書」同書，第6巻， 383頁。
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率が大きな部局を，中段には各軍管の官癖及び各隊を，下段には超過率が小さ

な部局を配しているO まず上段を見ると，裁判所を除いて概ね同じ動きをして

いる260 M16年度会計までは経費を抑制されていたが， M17年度会計で予算は

大きく積み増された。そしてMIS年度会計では超過率が再び大きく落ち込ん

だ。 M17年には朝鮮で甲申事変が起こっているO 事変の対策費そのものは臨時

歳出に「朝鮮事件費Jとして計上されたが，陸軍省はこの事変を機に「内部留
保」の取り崩しを行ったものと思われる。但し，各工兵方面の急伸は分母の予

算額が減少したためであり，分子の予算支出差額はM16から18年度会計までほ

とんど変化していない。

中段を見ると，宮癖と各隊の超過率が線対称をなしているO これは「現場」

を担う各隊の予算が管理部門の官房事に流用されていることを示す。但し，各隊

と官癖では予算規模が大きく異なるO 従って，各隊で削減された経費は他の部

局にも流用され，残りは「内部留保」の蓄積に充てられた。

下段の部局は様々な動きをしている。陸軍本省は分母となる予算額が大きい

ので，超過率が小さくなる傾向があるO 従って，この図から判断される以上に

「内部留保」の増減や予算の流用に寄与している。また近衛局及び各隊，軍医本

部・東京陸軍病院，教導団官癖及び各隊は，多額の「内部留保」が取り崩され

たMIS年度会計でも経費を削減されており，その冷遇ぷりが窺えるo

3.1.1.3.2. 経費別分類

図25は陸軍省における経費別予算支出差額を示している。予算を削減されて

いる経費は主として「俸給」，「糧食費」，「陣具費」，「被服費」であり，加算さ

れている経費は主に「営繕費」と「弾薬費」であるO なかでも「営繕費」の差

額が群を抜いているが，この大部分は各工兵方面が占めている。

図26は陸軍省における支出の経費別予算超過率を示しているO 上段には超過

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配している。まず上段を見ると「営

繕費」と「弾薬費」がM17年度会計で急伸している。しかし「弾薬費」の場合は

26 陸軍裁判所はM16年9月に軍法会議に改組され，第一軍管官癖に区分されるよう
になった。
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口M14年度会計図 M15年度会計目 M16年度会計図 M17年度会計璽 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図25 陸軍省における経費別予算支出差額

M17年度会計 M18年度会計

甲申事変を契機とした予算の積み増しであるが，「営繕費」の場合は単に分母と

なる予算額が減少しただけであるO また「糧食費」は，比率に多少の変動はあ

るものの，一貫して予算を削減されているo

下段に日を転じると，「俸給」が－ 5%前後で安定しているo このことから，

陸軍省が政策的に人件費の一定比率を他経費に流用していたことが解る。最大

の貢献者は各軍管歩兵隊であった。歩兵隊の寄与率は，最も貢献の少なかった

年度でも－3.14%を数えるO 「俸給」や「陣具費」とは異なり，「被服費」はM14
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と15年度会計で予算を積み増されているO これは両年度の交付額が少な過ぎた

ためで，交付額が増加したMI6年度会計以降は削減に転じた。

3.1.1.4. 海軍省

図27は海軍省の予算決算，決算支出差額を示しているO この図から予算支出

差額は決算支出差額の動きを概ね反映することが解る。但しMI7年度会計だけ

は，予算支出差額が予算決算差額の影響をやや強く受けているO 「内部留保」は

主にMI4と17年度会計で蓄積され， MI8年度会計で取り崩された。

図28は海軍省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているO MI4年

度会計の予算決算差額は「予算増加」によって生じた。この増加の大部分は水

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

15 -0 -5 0 5 10 15 （万円）
口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図27 海軍省の予算決算，決算支出差額

M15年度会計

M14年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 （万円）
図予算増加 図予算減少 目予算移出 圏残金返納 口前年度繰入
圏次年度繰越

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図28 海軍省における予算決算，決算支出差額の構成
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雷艇購入費と軍艦製造修復費が占めている2¥M17年度会計の予算決算差額は

「予算減少」によって生じた。この減少は鉄骨木皮艦大和の竣成を延期したこと

による28aM18年度会計の予算決算差額は「予算減少」と「残金返納」から構成

される。「予算減少」は，徴兵検査時に海軍を志願した者の旅費を各府県が徴兵

費から支出することになったために生じた。また「残金返納」は石炭の購入量

を削減したために生じた290 

3.1.1.4.1. 組織別分類

図29は海軍省における組織別予算支出差額を示しているO 上段には差額の大

きな部局を，下段には小さな部局を配しているO まず上段を見るとMl6と17年

度会計において海軍本省・長崎出張所と主船局が対照的な動きをしているO こ

れは主船局から海軍本省に経費が移算されたためであり，流用されたためでは

ない。つまり支出を担当する部局が変更されただけで，支出対象は同一であるO

従って，注目すべきなのはむしろ各艦諸営の経費削減であるO

次に下段を見る。軍務局は経費を削減されているが，その半分以上はM16年

度会計で行われたものであるo軍務局はM17年2月に軍事部に改組され，それ

を機に海軍本省に区分されるようになった。従って， M16年度会計の差額は軍

本省・長崎出張所ト一一日一一一一一 一一一 躍mE三三三三三三奈ミミミぶミミぶぷ刻一
主 船 局卜一一－fミミミミミミぶミミミミ弘、二二＝＝二二寸 → 

各艦諸営ト一一一 一一一 関霊互， -
一120 -100 -80 -60 -40 -20 0 20 4ゆ 60 80 100 （万円）

出所：各年度「決算書」より作成。

図29 海軍省における組織別予算支出差額

27 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 173頁。

28 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。

29 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 371頁。
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務局から海軍本省への経費の移算によってもたらされたものであり，軍務局が

冷遇されている訳ではない。兵器局・兵器製造所，水雷局・水雷武庫，東海・

横須賀鎮守府は純粋に経費を積み増されている。なかで、も東海・横須賀鎮守府

はM18年度会計で予算を大きく積み増されているが，増加した経費の大部分は

「雑給」である。「雑給」が非常勤労働者の傭給を中心とした経費であることを

考えると，「内部留保」の配分を受けたのは横須賀鎮守府全体というよりも横須

賀造船所であろう。

図30は海軍省における支出の組織別予算超過率を示しているO 上段には超過

率が大きな部局を，下段には小さな部局を配しているO まず上段を見る。本

省・長崎出張所の超過率がM16と17年度会計で大きく上昇しているのは，軍務

局と主船局が海軍本省に吸収されたからであるo また，東海・横須賀鎮守府の

超過率がM18年度会計で急伸した原因は「雑給」にあるo 「雑給」の寄与率は

249.15%であった。それに対して，水雷局・水雷武庫のM16と17年度会計にお

ける高比率は経費全体によるものである。主要経費の寄与率を列挙すれば， M

16年度会計が「俸給」 41.72%，「雑給」 29.10%，「庁費」 20.35%，「兵器費」

12.40%, M17年度会計が「俸給」 81.50%，「雑給」 49.52%，「庁費」 17.46%,

M14年度会計 M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図30 海軍省における支出の組織別予算超過率
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「兵器費」 25.74%のようになる。 M16年2月，海軍省は本省の水雷練習所を拡

大改組して水雷局を独立させた。従ってM16と17年度会計の高比率は組織拡充

によるものと考えられる。 M18年度会計で超過率が急に低下したのは，国庫か

らの交付額が急増したために経費の積み増しが必要なくなったからであるO

次に下段を見る。裁判所がM16年度会計で大きく落ち込んでいるのは，組織

改編によって経費が移算されたためである30。それに対して，水路局と医務

局・軍医本部がM18年度会計で落ち込んでいるのは経費全体を削減されたため

であり，それらは主として横須賀鎮守府に流用された。主要経費の寄与率を列

挙すれば，水路局が「俸給」－12.60%，「雑給」－2.47%，「庁費」－7.67%,

「船具費」－9.95%，軍医本部が「俸給」－7.79%，「庁費」－2.82%，「患者費」

-16.04%のようになるO また各艦諸営の超過率が小さいのは分母の予算額が

大きいためであり，分子の予算支出差額は非常に大きい。

3.1.1.4.2. 経費別分類

図31は海軍省における経費別予算支出差額を示しているo 「雑給」と「石炭

費」は予算を大きく削減されているO 「雑給」がM18年度会計だけ予算を積み増

されているのは，横須賀鎮守府が臨時労働者を大幅に増やしたためであるO ま

た「石炭費」はM18年度会計で8万1千円余りを国庫に返納しているので，こ

俸給T

雑給＋

庁費＋

営繕費十

外国行諸費＋

兵器費＋

船異費＋

被服費＋

石 炭 費＋ 勝機緩機ミミミ除、＝＝竺二二ヨ

艦船製造修復費＋

その他＋

-25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 （万円）

口M14年度会計図 M15年度会計目 M16年度会計図 M17年度会計璽 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図31 海軍省における経費別予算支出差額

30 海軍裁判所はM17年4月に軍法会議と監獄署に改組され，横須賀鎮守府に区分さ

れるようになった。
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の差額がそのまま「内部留保」や流用の原資になった訳ではない。次に予算を

積み増された経費を見ると，それほど大きな偏りはないことが解る。 5ヶ年度

を合計して予算が増加しているのは「俸給」，「営繕費」，「兵器費」，「被服費」，

「艦船製造修復費」であるが，その増加額に大きな差はない。

図32は海軍省における支出の経費別予算超過率を示しているO 上段には超過

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配している。まず上段を見ると，「石

炭費」と「外国行諸費」が一貫して予算を削減されている。特に「外国行諸費」

の削減率が大きい。「外国行諸費」は予算支出差額こそ小さいが， MI4から16年

度会計にかけては全額削減に近い状態であった。「外国行諸費」は海軍本省と各

艦諸営にしか計上されていない。 MI6と17年度会計で超過率が上昇しているの

は，海軍本省が削減の手を緩めたからであるO 逆に言うと，各艦諸営の「外国

行諸費」は5ヶ年度聞を通じてほぼ全額を削減されているO

下段に目を転じると「営繕費」の優遇が際立っているO 海軍省において5ヶ

年度間一貫して予算を積み増された経費は「営繕費」以外にない。陸軍省とは

異なり，海軍省では「俸給」を抑制していない点も重要である。海軍省は「俸

給」ではなく「雑給」を抑制している。また海軍省の要であるはずの「艦船製

出所：各年度「決算書」より作成。

図32 海軍省における支出の経費別予算超過率
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造修復費」がそれほど優遇されていないのは，軍艦建造及び購入の費用が主と

して臨時歳出の軍艦製造費によって賄われていたからである。

3.1.1.5. 文部省

図33は文部省の予算決算，決算支出差額を示している。この図から， M17年

度会計を除いて予算支出差額が決算支出差額の動きを反映することが解る。

「内部留保」はM14から16年度会計にかけて蓄積され， M17と18年度会計で取り

崩された。

図34は文部省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているo M14年

度会計の予算決算差額の中心は「予算移出」であるO これは，内務省所管の浅

草文庫を文部省所管の東京職工学校の校舎に転用したために，校舎の建築費を

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

日5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7 （万円）

口予算決算差額 ~決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図33 文部省の予算決算，決算支出差額

M16年度会計
i隣盤醤醤

M14年度会計

M15年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-14 -12 -10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14 （万円）

図予算増加 図予算減少 回予算移入 国予算移出 口前年度繰入

圏次年度繰越 圏引継金

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図34 文部省における予算決算，決算支出差額の構成
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文庫の建築費として内務省に移算したことによる310 Ml6年度会計の予算決算

差額は「予算増加」によってもたらされた。これは主として，東京大学の教育

条件を改善するために生じた320Ml 7年度会計の予算決算差額では「予算増加」

と「予算移入」を少額の「予算移出」が相殺しているO 「予算増加」は職工学校

の工場建築費によるものであるO 「予算移入」は，東京法学校の経費1万4千円

弱を司法省から，東京商業学校の経費2千円弱を農商務省から移算したために

生じた。「予算移出」は編書費を臨時歳出の雑出に移算したために生じた330 M 

18年度会計の予算決算差額は，主に「予算減少」と「予算移出」によって構成

されるO 「予算減少」は編書費の削減によるものである。「予算移出」は削減後

の編書費を臨時歳出の雑出に移したために生じた3＼これらのうち， M14年度

会計の「予算移出」は文部省が内務省から浅草文庫の建物を購入したに等しく，

厳密な意味での「移出」とは言い難い。また， M17と18年度会計で編書費が全額

「移出」されている点にも注意が必要である。

3.1.1.5.1. 組織別分類

図35は文部省における組織別予算支出差額を示しているo上段には本省を，

下段にはそれ以外の部局を配している。まず上段を見ると，本省は一貫して経

費を削減されているO しかもその差額は，他の部局と比べて非常に大きい。

下段の部局は概ね経費を積み増されているが，その金額は小さい。本省が削

減した経費を他の部局が「山分け」しているO 東京大学予備門はMIS年8月か

ら文部省の直轄となり，東京法学校の予科と東京外国語学校の一部を吸収し

た。東京法学校はM17年12月に司法省から移管され， MIS年9月に東京大学法

学部に吸収された。東京師範学校はMIS年8月に東京女子師範学校を吸収し

た。東京商業学校はMIS年5月に農商務省から移管され，周年9月に東京外国

語学校を吸収した。従って，これら諸学校の当該年度における差額は「移出入」

31 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 173頁。
32 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 24頁。
33 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。
34 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 371頁。
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本省↓一一際機織機織総除、 協~幼 ｜ 

-6 -4 -2 0 （万円）

東京教育博物館・図書館十一 一 彰勿二二＝＝＝二ぶ測機織議際畿勢一一

東 京 大 学＋一 仁二二闘 いぶ際総綴織繍ー

東京大学予備門十一一 一一一ー農機滋灘機織線機機騒磯綴織機饗機織畿畿機翼量一一

東 京 法 学 校’十一 機議畿綴灘鱗鍛磯総ミミミミぶミ~－－

東京外国語学校十畿織機線機織機機織線機悶

大阪中学校・大学分校十 一図二E機一
東 京 飾 範 学 校十一一一一ー子 正云二＝ゴ杉勿於ぶぶさと守？？門町W四 コ泌総鱗鱗鱗鱗繍

東京女子師範学校十“ 際機的糊欄轍磯醤翻 彩WA==二本泌総Sヨー

東京職工学校＋－ ~ 協~総~紘一一

東京商業学校＋一 一一一一 一一長蕊ニニーa臨器時一附吋山崎鍾樹蜘棚時一 一一

体操伝習所寸一一 関6a 於ミヨ
音楽取調所＋一 一一彫勿応機蓄電

東京学士会院＋一 ー一一喜姐一一

-2.5 -2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 （万円）

口M14年度会針図 M15年度会計国 M16年度会計図 M17年度会計関 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図35 文部省における組織別予算支出差額

であって流用ではない。このことを考慮に入れれば，下段の部局が経費を積み

増されていることがより明確になる。

図36は文部省における支出の組織別予算超過率を示しているO 上段には超過

率が大きな部局を，中段にはやや大きな部局を，下段には小さな部局を配して

いるO まず上段を見ると， 0%より上の部分に折れ線が集中している。つまり，

これらの部局は優遇されているのであるが，予算額が小さいため超過率ほどに

は予算支出差額は大きくない。 M14年度会計における東京職工学校の低比率

は，上述した内務省への「移出」のためであるO東京師範学校がM16年度会計で

落ち込んでいるのは，小学師範学科と中学師範学科を分離する際に前者の組織

を縮小したためである。東京師範学校と東京女子師範学校がM18年度会計で大

きく事離しているのは，前者が後者を吸収したためであるO

次に中段を見ると体操伝習所と音楽取調所がM17年度会計以降，経費を積み

増されているo これはM17年度会計から始まった「内部留保」の取り崩しと軌

をーにしている。体操伝習所はM18年度会計で大きく落ち込んでいるが，これ

はM18年12月に文部省の直轄から師範学校の管轄に移ったためであって，経費

が削減された訳ではない。大阪中学校はM17年度会計まで概ね経費を削減され

ていたが，大学分校に改組されたM18年度会計では「内部留保」の配分を受け

ているo また東京外国語学校のM18年度会計における低比率は，既述の通り同

校が東京商業学校に吸収されたためであるo
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出所：各年度「決算書」より作成。

図36 文部省における支出の組織別予算超過率

最後に下段を見ると，本省と東京学士会院が一貫して経費を削減されてい

る。特に東京学士会院は所在地も転々としており当時の処遇が窺えるO 東京大

学は非常に安定しており，予算支出差額も 5ヶ年度合計でほぼゼロになるO

3.Ll.5.2. 経費別分類

図37は文部省における経費別予算支出差額を示しているO 予算を積み増され

ているのは「営繕費」だけであり，残りの経費はほぼ総て予算を削減されてい

る。但しM17と18年度会計における「編書費」の減少は，臨時歳出への「移出」

であって流用ではない。

図38は文部省における支出の経費別予算超過率を示している。上段には超過
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俸 給寸ー麟繍轍鰍粧仰矧 附吋

雑 給＋一ー -u 一一

庁 費＋一一一 －－~ヨl－－－－一
教場費＋ー 一一一雨戸E務軍事

営 繕 費十一一

学 生 費十一一一一 E彩1闘ー
外国留学生費十 日一爾

編 書 費＋ー麟鱒懇~~彫物 十ー一一一一ー一一一一

勧 学 費十一一一一一 騒騒騒恋~
学事巡視諸費十一一盤機総~ニ場御一

そ の 他＋一一一一一 E蕊密雲喜一
10 15 20 （万円）

口M14年度会計図 M15年度会計目 M16年度会計図 M17年度会計圏 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図37 文部省における経費別予算支出差額

u

n

u

m

M

苅

雌

閣

内

υ

内

U

内
H
W

内

U

内

u

n

U

A

U

A

U

r
o
a
a
T

内
A
W

の
ζ

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配している。まず上段を見る。雑多

な経費を表す「その他」と「営繕費」を除外すると，折れ線は安定的に推移し

ているO つまり，残りの経費は一定比率を削減されている。 M18年度会計では

「営繕費」が急伸しているが，主要部局の寄与率は東京大学が183.84%，本省が

105.46%，東京師範学校が50.72%，東京教育博物館・図書館が49.46%，東京

商業学校が33.05%であるo「営繕費」全体の超過率が452.18%であることを考

えると，やや東京大学の比率が高いが， M18年度会計における「営繕費」の急増
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は各部局に等しく見られると言ってよいだろう。

次に下段を見ると「俸給」，「雑給J，「庁費」，「教場費」という主要経費が並

んでいる。これらの主要4経費は，他の経費と比べるとより小さな割合でしか

削減されなかった。

3.1.1.6. 司法省

図39は司法省における予算決算，決算支出差額を示している。この図から予

算支出差額は決算支出差額の動きを反映することが解る。「内部留保」はMl4,

15, 17年度会計で蓄積され， M16と18年度会計で取り崩された。

図40は司法省における予算決算，決算支出差額の構成を示している。 M16年

度会計の予算決算差額は「予算増加」によって生じた。この増加は，訴訟用印

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-14 -12 『 10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14 （万円）

口予算決算差額 ~決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図39 司法省の予算決算，決算支出差額

M15年度会計

M14年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-14 -12 -10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14 （万円）

園予算増加 自予算移出 図残金返納 口前年度繰入 圏次年度繰越

上予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図40 司法省における予算決算，決算支出差額の構成
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紙規則35の実施費用に関するものであった360 M17年度会計の予算決算差額は

「予算移出jによって生じた。これは，東京法学校の経費1万4千円弱を文部省

に，各裁判所の現金管守に関する経費6千円余りを大蔵省に移算したことによ

る370M18年度会計の予算決算差額は「残金返納」によって生じた。この返納の

原因は諸経費を節減したためであって，特定の経費を削減したためではない380

またM18年度会計では「次年度繰越」がほぼゼロになっており，「内部留保」を

使い切っているO

3.Ll.6.1. 組織別分類

図41は司法省における組織別予算支出差額を示している。本省は経費を積み

増されているが，大審院は中立的であるO 各控訴裁判所と各始審及び治安裁判

所は経費を削減されている。大審院は現在の最高裁判所に，控訴裁判所は高等

35 M17年太政官布告第5号参照。

36 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 24頁。

37 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。

38 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 372頁。
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裁判所に，始審裁判所は地方裁判所に，治安裁判所は簡易裁判所に各々対応す

るO つまり上級裁判所は優遇され，下級裁判所は経費を削減されているO

図42は司法省における支出の組織別予算超過率を示しているO Ml6年度会計

では各控訴裁判所が大きく落ち込んでいるが，削減された経費は他の 3部局に

流用され，「内部留保」の蓄積には貢献していない。また寄与率を見ると「俸給」

の－20.95%がその大部分を占めざいるO M18年度会計では各控訴裁判所と各

始審及び治安裁判所の超過率が揃って正の値になっている。これには，蓄積し

た「内部留保」を貢献者に還元するという意味もあったと思われるO

3.1.1.6.2. 経費別分類

図43は司法省における経費別予算支出差額を示しているO「俸給」は一貫して

予算を削減され，「雑給」と「庁費JはM18年度会計を除いて予算を積み増され
ているO 「営繕費」は一見すると中立的に見えるが， 5ヶ年度を合計すれば差額

は5万9千円弱の正の値になるO つまり， 5ヶ年度を合計すれば「俸給」以外の

経費は総て予算を積み増されているO

図44は司法省における支出の経費別予算超過率を示している。上段には超過

率が大きな経費を，下段には小さな経費を配しているO まず上段を見ると「営

繕費」がM18年度会計に急伸している。寄与率は各始審及び治安裁判所が

223.99%，本省が22.39%，各控訴裁判所が17.57%，大審院が0.17%であり，

始審及び治安裁判所が擢んでているo

次に下段を見ると「雑給」と「庁費」がM18年度会計だけ落ち込んでいるO こ

れは，始審及び

目を削減したことによるO

俸給ト関鰍~~物 ｜ー
雑 給＋一 一一一一一 一一一一一ー一一一一一一一ー～一一一一一一ーー機繍 彩勿仁＝ニおお対一ーー
庁 費十 一一一一一一一一一一一一一一一一一騒仁::mヨ一一一
営繕費十 一 白 ー－恭ぶミミぶミミミミ泳、 協勿ぷノ機縫畿穣鐙機鑓麹畿毅験機織繁務繍
その他十 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一～－｛§週 一 ー
す5 -30 -25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 （万円）口M14年度会計図 M15年度会計自 M16年度会計図 M17年度会計圏 M18年度会計
出所：各年度「決算書」より作成。

図43 司法省における経費別予算支出差額
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出所：各年度「決算書」より作成。

図44 司法省における支出の経費別予算超過率

3.1.1.7. 在外公館

図45は在外公館の予算決算，決算支出差額を示しているo この図から予算支

出差額は概ね決算支出差額を反映することが解る。「内部留保」はM14から17年

度会計にかけて蓄積され， M18年度会計で取り崩されているo

図46は在外公館における予算決算，決算支出差額の構成を示している。この

図から予算決算差額の中心が「予算増加」であることが解る。 M14年度会計の

増加は英国倫敦領事館の「再設置」によるものである390従来ロンドンには公使

館と領事館が設けられていたが，領事館はM13年度限りで廃止されることとな

り， M14年度会計の予算には経費が計上されなかった。しかし領事館はM14年

度に「再設」され，実際には廃止されなかった。 M15年度会計の増加は，填国維

也納公使館に全権公使を，朝鮮国京城公使館と仁川領事館に通訳を派遣したた

めに生じた400 M16年度会計の増加は，清国芝宋領事館への領事以下の派遣費

39 f明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 174頁。

40 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成」第5巻， 323頁。
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M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

『1 0 1 2 3 4 （万円）
口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図45 在外公館の予算決算，決算支出差額
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M16年度会計
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M18年度会計
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図予算増加 国予算移出 口前年度繰入 園次年度繰鍾 圏引継金

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図46 在外公館における予算決算，決算支出差額の構成

1万1千円弱と仏国里昂領事館の新設費8千円弱によって構成される410 MI7 
年度会計の増加は主に領事館の新設費によるものである420具体的には朝鮮国

京城領事館の 1万3千円弱，布睦国ホノルル領事館の 1万2千円弱，清国漢口

領事館の6千円弱が予算に追加された430 MI8年度会計の増加は，清国漢口領

事館の新設費6千円弱と朝鮮国京城公使館及び領事館の警護費4千円弱によっ

て構成される4＼またMI7と18年度会計における「引継金」は，在外公館が外務

省に「内部留保」を移転したことを意味しているO

41 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成J第6巻， 24頁。
42 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。
43 但し清国漢口領事館の新設費は総てM18年度会計に繰り越された。従って清国漢
口領事館はM17年度会計では支出を行っていない。

44 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 372頁。
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3.1.1.7.1. 組織別分類

図47は在外公館における組織別予算支出差額を示しているO 但し「各館」は

組織ではない。在外公館には「臨時備付費」や「新館備付費」のように組織別

分類が行われていない経費が存在する。それらの経費を合計したものが「各館」

であるO 従って「各館」には公使館，領事館，貿易事務館の経費が含まれる。

しかし以上のことを考慮に入れても，総ての組織が経費を削減されていること

に変わりはない。

図48は在外公館における支出の組織別予算超過率を示している。貿易事務館

はウラジオストックとホノルルにしか設置されていないので除くとして，各公

使館と各領事館を比較すると，前者は後者より明らかに優遇されているO M18 

年度会計で各館が急伸しているのは「雑件」によるものであるO f雑件」の寄与

率は27.57%で，各館の超過率36.34%の大半を占めているO 各館の「雑件」が

臨時建築費を中心とした経費であることを考えると， M17年度に新設された 3

領事館の建物はM18年度に建築された可能性が高い。

各公使館十← 一一 ---II=ヰ ~勿勿後繍ー ー 一

各領事館十一ー機織機額二二二二＝物~ ト ー

各貿易事務館十一 一 一一一一一一一一一一一一一一一団一一一一

そ の 他十4一一一一一一応対三三彩~働問問問一一

-8 -7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 （万円）

口M14年度会計図 M15年度会計白 M16年度会計図 M17年度会計闘 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図47 在外公館における組織別予算支出差額
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3.1.1.7.2. 経費別分類

図49は在外公館における経費別予算支出差額を示している。 5ヶ年度を合計

すると，ほぼ総ての経費が予算を削減されているO 「庁費」と「新館備付費」は

予算を積み増されているが，加算額はそれほど大きなものではない。「庁費」の

抑制は在外公館の活動に直接的な打撃を与えるし，新設館の備品購入費である

「新館備付費」は削減が難しいという事情もあるO

図50は在外公館における支出の経費別予算超過率を示しているO 上段には超

過率が大きな経費を，下段には小さな経費を配しているO まず上段を見ると

出所：各年度「決算書」より作成。
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図49 在外公館における経費別予算支出差額

M14年度会計 M15年度会計 M16年度会計 M17年度会計 M18年度会計

出所：各年度「決算書」より作成。

図50 在外公館における支出の経費別予算超過率
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「雑給」がM15年度会計で急伸している。寄与率は各公使館が105.55%，各領事

館が2.15%，各貿易事務館がー0.75%である。「雑給」には旅費が含まれること

から，この高比率は填国維也納公使館に全権公使を派遣したために生じたと考

えられるo「臨時備付費」は既設館の備品を購入及び修繕するための経費である

が， M14と15年度会計では予算をほぼ全額削除されているO その後，削減率は

徐々 に減少し， M18年度会計では僅かとはいえ予算を積み増されている。「臨時

備付費」は確かに削減が容易な経費ではあるが，長期間に亘って高比率で削減

し続けることは困難であるO なお「新館備付費」はM16から18年度会計まで予

算を計上されていないので超過率を求めることができない。

次に下段を見ると「俸給」の安定度が群を抜いているO また，在外公館にお

いて5ヶ年度間予算を削減され続けた経費は「俸給」しかない。「俸給」は政策

的に一定比率を削減され，「内部留保」の原資になっていた。

3.1.2. 推計が困難な官庁

3.1.2.1. 太政官

図51は太政官の予算決算，決算支出差額を示しているO M17年度会計では決

算支出差額が予算決算差額を辛うじて上回っているが，他の年度では予算決算

差額が予算支出差額の過半を占めているO 従って，予算支出差額から決算支出

差額の動きを読み取るのは非常に困難であるO

図52は太政官における予算決算，決算支出差額の構成を示している。 M14年

度会計の予算決算差額は大部分が「予算増加」によるものであるO この増加の

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

ー22-20 -18 -16 -14 -12 -10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 （万円）

口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図51 太政官の予算決算，決算支出差額
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出所：各年度「決算書」より作成。

図52 太政官における予算決算，決算支出差額の構成

原因は， それまで太政官中に設置されていた六部を廃止して45，参事院を設置

したことと46，褒章条例の制定により47，褒章を製造するための経費が必要に

なったことにある480M15年度会計の予算決算差額は「予算移出」によるもので

ある。 これは登記法の調査費を内務省に移算したために生じた490 M16年度会

計の予算決算差額は「予算増加」によってもたらされた。この増加は文書局，

恩給局， 制度取調局の新設によるものである500 M17年度会計の予算決算差額

は「予算増加」，「予算移出」，「残金返納」によって構成される。「予算増加」は

制度取調局の新設によるものであるO 制度取調局の新設費はM16年度会計でも

国庫から交付されている。従ってM17年度会計の新設費は制度取調局を立ち上

げるために必要な追加費用と考えるのが自然であろう。しかし，太政官がM16

年度会計の新設費の一部もしくは総てを他経費に流用してしまった可能性も否

定できない。「予算移出」は会計検査院の予算を太政官から分離したために生じ

た。「残金返納」は営繕費の未消化によるものである510 M18年度会計の予算決

45 M14年の政変による参議大隈重信の追放を受けて，同年10月に法制，会計，軍
事，内務，司法，外務の各部が廃止された。

46 M14年太政官達第89号参照。参事院は現在の内閣法制局に当たる。初代議長は
伊藤博文。

47 M14年太政官布告第63号及び太政官達第103号参照。
48 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 172頁。
49 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 322頁。
50 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成」第6巻， 23頁。
51 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 162頁。
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算差額は「予算移出」と「残金返納」によって構成される。「予算移出」は，太

政官の経費を新設の内閣に移算したために生じた520「残金返納」は諸費の節減

によるもので，特定の経費の削減によるものではない530 以上のことから，予算

決算差額の原因が主に組織改編にあることが解る。

太政官は他官庁に先駆けてM17年度会計で「内部留保」のほとんどを国庫に

還納しているO しかし，太政官はそもそも「内部留保」を蓄積する必要性が薄

い。なぜなら，太政官は政府の最高機関なので，自らの決定によって国庫支出

額を増減できるからであるO またM17年度会計の「引継金」は各府県からの54,

M18年度会計の「引継金」は内閣への「内部留保」の移転である550 

3.1.2.2. 内務省

図53は内務省の予算決算，決算支出差額を示しているO M16年度会計では予

算支出差額と決算支出差額が一致しているo しかし， M18年度会計では決算支

出差額が予算決算差額を僅かに上回っているに過ぎない。残りの年度では予算

決算差額が予算支出差額の過半を占めているO 従って，予算支出差額から決算

M14年度会計

15 20 25 30 （万円）

口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図53 内務省の予算決算，決算支出差額

52 M18年太政官達第68号及び第69号参照。内閣は内閣総理大臣を筆頭に外務，内

務，大蔵，陸軍，海軍，司法，文部，農商務，逓信の各大臣によって構成され

た。また宮中と府中を分離するため，宮内大臣と内大臣は内閣の構成員から除

外された。初代総理大臣は伊藤博文。

53 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 370頁。

54 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 171-172

頁。

55 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 380頁。



松方財政初期における予算の流用と繰越 FD 
ρ
0
 

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-5 0 5 10 15 20 25 30 35 （万円）
図予算増加 図予算減少 回予算移入 自予算移出 田残金返納

口前年度繰入 圏次年度繰越 圏引継金

上：予算決算差額 下：決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図54 内務省における予算決算，決算支出差額の構成

支出差額の動きを読み取るのは非常に困難であるo

図54は内務省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているO MI4年

度会計の予算決算差額は「予算増加J，「予算減少」，「予算移入J，「予算移出」，
「残金返納Jによって構成される。「予算増加」の中心は在府県獄囚徒費の15万

8千円余りと樺戸集治監の新設費9万7千円弱であった。「予算減少」は在府県

獄囚徒費の削減によって生じた。つまり，在府県獄図徒費は増加し且つ減少し

ているO これは2通りの解釈ができる。第1の解釈は，ある経費は積み増され

たが他の経費は削減されたというものであるO しかし在府県獄囚徒費の当初予

算額が10万3千円余りであることを考えると，この解釈では「予算増加」と「予

算減少Jの金額が大き過ぎるように思えるO 第2の解釈は，年度途中で予算を

追加したがそれほどの金額は必要ないと解ったので増加額を圧縮したというも

のであるO しかしこの場合，決算書には圧縮後の「予算増加」額を掲載する方

が自然に思えるO 残念ながら，いずれの解釈が正しいかを判断するための資料

が存在しない。「予算移入」は，樺戸集治監の経費として臨時歳出の北海道監獄

建築費から 2万1千円弱を，浅草文庫の「売却」費として文部省から 2万円を

移算したために生じた。「予算移出」は樺戸集治監開庁諸費2万5千円弱を臨時

歳出の雑出に移算したことによるO「残金返納Jの中心は在府県獄囚徒費の 9千
円余りと東京集治監の 7千円余りである56a MI5年度会計の予算決算差額は

56 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 173頁。
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「予算増加」と「予算移入」によって構成される。「予算増加」は衛生事務の拡

張によるものである。「予算移入」は登記法の調査費を太政官から移算したため

に生じた5¥M17年度会計の予算決算差額では「予算移出」の一部を「予算移

入」が相殺している。「予算移入」の原因は農商務省の疎水掛を内務省に移管し

たことにあるo「予算移出」は内務卿官舎附属舎建築費2万6千円余りを臨時歳

出の雑出に，三角測量に関する経費1万円余りを陸軍省に，欧米諸国への警視

官派遣費5千円弱を警視庁に移算したために生じた580 M18年度会計の予算決

算差額の中心は「予算移出」と「残金返納」である。「予算移出」は皇城外濠竣

諜費2万5千円弱を土木費に，木工などの材料費4千円余りを宮城集治監に，

警察官吏練習所の寄宿舎建築費4千円弱を臨時歳出の雑出に移算したために生

じた。「残金返納」は諸費の節減によるものであると言われる590 しかし実際に

は，「内部留保Jを取り崩すことによってM18年度会計の予算を返納している。

つまり，この「残金返納」は「国庫還納」と同じ働きをしているかこのように

内務省の予算決算差額は様々な原因によって生じている。主要内政宮庁ゆえの

所管範囲の広さがそれらの原因を生み出してしまうのである。

M14年度会計の決算支出差額は「次年度繰越」によるものであるが，これに

は6万3千円余りの「未決算繰越」が含まれる600従って内務省がM14年度会計

で実際に蓄積した「内部留保」は図54の半分程度，即ち 6万1千円余りであるO

またM17年度会計における「引継金」は各府県からの「内部留保」の移転を意味

している610

3.1.2.3. 農商務省

図55は農商務省の予算決算，決算支出差額を示している。 M18年度会計を除

57 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 322頁。

58 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 162頁。

59 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 370-371

頁。

60 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 180頁。

61 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 171-172

頁。
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M17年度会計

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M18年度会計

-10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14 16 （万円）
口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図55 農商務省の予算決算，決算支出差額

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

-18 -16 -14 -12目 10 -8 -6 -4 -2 0 2 4 6 8 10 12 14 16 （万円）
園予算増加 図予算減少 回予算移入 国予算移出 圏残金返納
口前年度繰入 園次年度繰越 ．引継金一 回国庫遺納

上予算決算差額 下決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図56 農商務省における予算決算，決算支出差額の構成

いて，予算決算差額が予算支出差額の過半を占めているo従って，予算支出差

額から決算支出差額の動きを読み取るのは非常に困難であるO

図56は農商務省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているO M14 

年度会計の予算決算差額は大部分が「予算増加」によるものであるO この増加

は各種農産物の共進会費2万6千円，開拓使の残務処理費1万5千円余り，下

総種畜場から各府県に綿羊を配送するための経費1万5千円弱，北海道の国有

林管理費l万4千円弱，傭外国人に関する経費1万3千円弱，東京商法講習所

への補助金1万円弱，府県連合共進会の賞与金1万円弱，山林共進会費6千円

弱などによって生じた620M15年度会計の予算決算差額では「予算増加」と「予

算移入」が「予算移出」や「残金返納」などを相殺しているO 「予算増加」は，

62 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 173-174
頁。
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下総種畜場が収入を一旦国庫に納入して経費の交付を受けたために生じた3万

4千円弱と北海道事業管理費の増額1万5千円弱によって構成される。「予算

移入」と「予算移出」にはやや複雑な事情がある。 M15年度の途中で，北海道事

業管理局と下総種畜場は農商務省から独立した。しかし決算書では農商務省，

北海道事業管理局，下総種畜場の 3組織を併せて「農商務省」と呼んでいる。

従って，農商務省から北海道事業管理局に移算された 1万4千円余りと下総種

畜場に移算された3万9千円弱は，「農商務省」にとっては「予算移入」であり

「予算移出」でもある。つまり図56の「予算移入」と「予算移出」は5万3千円

弱だけ水増しされているO この水増し分を除くと「予算移入」は4万8千円弱

になる。これは，工部省から移管された幌内炭碩鉄道と諸工場の事務経費であ

るO また「予算移出」は農商務省製作興業費への8千円弱と営業資本及び繰替

金への2千円余りだけになる。これらは紋瞳製糖所附属酒精製造所の興業費と

営業資本に充用するために移算された。また「残金返納」は北海道事業管理局

によるものである630 M16年度会計の予算決算差額は大部分が「予算増加」に

よって生じた。増加の中心は林政事業の拡張費8万3千円余りである6¥M17 

年度会計の予算決算差額では「予算増加」と「予算移入」が「予算減少」や「予

算移出」を相殺しているO 「予算増加」の中心は林政事業の拡張費12万1千円弱

であるO 「予算減少」は下総種畜場によるものであるO 「予算移入」と「予算移

出」についてはM15年度会計と同様のことが言えるO前々年度に「特別経済」と

して農商務省から独立した下総種畜場は， M17年度には再び同省に吸収され

た。しかし決算書では農商務省，下総種畜場，北海道植民及山林費を併せて「農

商務省」としているため，「農商務省」では「予算移入」と「予算移出」が二重

に計算されている。具体的には，下総種畜場から農商務省への移算金3万9千

円弱が双方に含まれているO この二重計算を除外すると，「予算移入」はゼロに

なるO また「予算移出」は，疎水掛を内務省に移管したために生じた 1万3千

63 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 322-323

頁。

64 「明治十六年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 24頁。
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円弱と東京商業学校を文部省に移管したために生じた 2千円弱だけになる650

M18年度会計の予算決算差額では「予算移出」や「残金返納」の一部を「予算移

入」が相殺しているO 「予算移入」のうち 8千円弱は，工部省の廃止によって鉱

業関連事務が農商務省に移管されたために生じた。「予算移出」は，下総種畜場

を宮内省に移管したために生じた帝室費への移算金3万5千円弱，北海道の植

民及び山林に関する事務を新設の北海道庁に移管したために生じた庁府県費へ

の移算金3万4千円余り，管船局と東京商船学校を新設の逓信省に移管したた

めに生じた同省への移算金1万5千円余りなどによって構成される。 M18年度

会計でも農商務省から北海道植民及山林費への移算金が二重計算されている

が， これは3百円弱に過ぎないので無視してよいだろう。「残金返納」の原因

は，各費目で支出残余が生じたことにある660 以上のことから農商務省の予算

決算差額は組織改編の影響を強く受けていることが解る。また， M16と17年度

会計における林政事業の拡張も重視すべきであるO 両年度を併せると，増加額

は20万円を越す。

M15年度会計の「次年度繰越」には 1万4千円余りの「未決算繰越」が含まれ

る6＼従って農商務省がM15年度会計で実際に蓄積した「内部留保」は3万9千

円弱である。 M16年度会計では「国庫還納」が行われているが，「内部留保」の

総額と比較すると，その金額は大きなものではない。 M18年度会計の「引継金」

は，北海道庁へ「内部留保」を移転したことを意味している。

3.1.2.4. 工部省

図57は工部省の予算決算，決算支出差額を示している。 M16と17年度会計を

除いて，予算決算差額が予算支出差額の過半を占めているO 従って，予算支出

差額から決算支出差額の動きを読み取るのは非常に困難であるo

図58は工部省における予算決算，決算支出差額の構成を示しているO 民114年

度会計の予算決算差額は主として「予算増加」によるものである。この増加は，

65 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。

66 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 371頁。

67 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成」第5巻， 330頁。
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M14年度会計

L - ー一間一一一－
M15年度会計 4
l - - 一 一一一一一一瞥鈎一一

附年度会計1一一一一一一一一一 一一一一一一一－~一一一
M17年度会計4

L - 一 一 一ー陸後経後~

M18年度会計

ー13 -12 -11 -10 -9 -8 -7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 （万円）

口予算決算差額図決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図57 工部省の予算決算，決算支出差額

M14年度会計

L 一一一一一一関一一一一
M15年度会計4

M16年度会計 4
I 臨輔臨輯蝿離総議議織繍 ｜ 

M17年度会計l一一 一一一 一一 園一一 I 

M18年度会計j阪I ぬま主 ~ 

ー14-13 -12 -11 -10 -9 -8 -7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 （万円）

図予算増加 自予算移出 図残金返納 口前年度繰入 圏次年度繰越

田国庫遺納

よ：予算決算差額 下決算支出差額

出所：各年度「決算書」より作成。

図58 工部省における予算決算，決算支出差額の構成

札幌の諸工場，岩内幌内両炭山，幌内鉄道が開拓使から移管されたために生じ

た680M15年度会計の予算決算差額は「予算移出」によってもたらされた。これ

は， M16年1月に幌内炭碩鉄道と諸工場を農商務省へ移管したために生じた690 

M17年度会計の予算決算差額は「予算増加」によるものであるO この増加の原

因は，宮崎県に鞍崎灯台を建設したことにある700 M18年度会計の予算決算差

額では，「予算増加」が「予算移出」と「残金返納」を部分的に相殺しているO

「予算増加」の原因は北海道に宗谷岬灯台を建設したことにあるO 「予算移出」

は， M18年12月に工部省が廃止されたことによって生じた。具体的には，電信

68 「明治十四年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 174頁。

69 「明治十五年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第5巻， 323頁。

70 「明治十七年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 163頁。
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及び灯台に関する事務を逓信省に移管したために 7万8千円余りを同省へ，工

部大学校を文部省に移管したために2万4千円余りを工部大学校へ，鉱業等に

関する事務を農商務省に移管したために 8千円弱を同省へ，鉄道に関する事務

を内閣に移管したために2千円弱を鉄道局へ移算した。「残金返納jのうち 2万

円余りは，廃省による支出残余を返納したものである710このように，工部省の

予算決算差額は主に事務移管によってもたらされた。

またMI8年度会計では，廃省を受けて「内部留保」を全額還納している。

3.2. 臨時歳出

図59は臨時歳出における予算，決算，支出額を表しているo この図からも解

るように，臨時歳出では決算額が予算額を大きく上回る傾向があるo しかし，

予算に計上できない突発的な国庫支出は総て臨時歳出として決算されるのであ

るから，これは当然である。また，臨時歳出の決算支出差額は総て「未決算繰

越」であり，各官庁の「内部留保」には一切関係がない720

M14年度会計

M15年度会計

M16年度会計

M17年度会計

M18年度会計

500 1000 1500 （万円）

日興業費 園営業資本及繰替金圏紙幣錆却元資繰入~軍備節繰入
国予備 圏その他

上：予算額 中央：決算額 下支出額

出所：各年度「決算書」より作成。

図59 臨時歳出における予算，決算，支出額

71 「明治十八年度歳計決算報告書」『明治前期財政経済史料集成』第6巻， 371-372
頁。

72 正確に言えば， M17と18年度会計では通常の繰越である「残余繰越」と「未決／
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4. 結 論

松方財政初期のM14から18年度会計にかけて広範囲に亘る予算の流用と残金

繰越が認められ，決算額と支出額の間に事離が生じた730 決算支出差額は各官

庁における「内部留保」の増減に等しい。

国庫における複数年度支出の中心は国債償還，なかんずく紙幣消却であっ

た。定額据置の対象である官省院使局費は初年度支出の比率が高いため，甲乙

部制の影響はほとんどない。また各官庁からの複数年度支出については，資料

が存在しないため分析できない。

「決算書」には決算額に関する詳細な記載がない。従って，組織別及び経費別

の決算支出差額は予算支出差額から推計した。但し太政官，内務省，農商務省，

工部省については，予算決算差額が決算支出差額と比べて大きいため推計が困

難である。推計から得られた各官庁における組織及び経費の取扱を表1に示

す。結論は 2点あるo第 1に，各省の中枢機能を担う本省は必ずしも優遇され

ていない。各官庁は政策の機動性を高めるために予算の流用や「内部留保」の

表1 各官庁における組織及び経費の取扱

組織 経費

優遇 冷遇 優遇 冷遇

外務省 本省 なし 雑給、営繕費 俸給

大蔵省 国調債査局局、・記主録計局局、 銀行局 言語字糊費 俸給、庁費

陸軍省 各各軍工管兵官方輝面、 各箪管歩兵隊 営繕費、弾薬費 俸陣給具、費糧、被食費服、費

海軍省 兵水東器雷海局局・兵横・器水須製雷賀造鎮武所庫守、、府 各艦諸営 俸艦兵船給器、費製蛍、造被修繕服復費、費費、 雑外給国、行石諸炭費費、

文部省 本省以外 本省 営繕費 営繕費以外

司法省 本省 審各控及訴び裁治判安所裁、判各所始 雑給、庁費、営繕費 俸給

降外公館 なし 全館 庁費、新館備付費 富給時備、付医院費費、

出所：各年度「決算書」より作成。

／算繰越」を区別していない。しかしM14から16年度会計までを見ると，臨時歳出

の繰越は総て「未決算繰越」から構成されており，法律上も臨時歳出の「残余繰

越」は禁じられているので， M17と18年度会計の繰越にも「残余繰越」は含まれ

ていないと考えられる。

73 決算額と支出額を混同している例としては東洋経済新報社編『明治大正財政詳

覧』東洋経済新報社， 1926年が挙げられる。
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蓄積を行ったが，その大部分は「現場」聞のものである。本省に資金を吸い上

げるようなことはしていない。第2に，流用や「内部留保」の原資になったの

は主に「俸給」であり，そのd恩恵を受けたのは主として「営繕費」であるO つ

まり消費的経費を削減し投資的経費を加算したのであって，その逆ではない。

定額据置は予算の拘束力を緩めた。しかし上述の通り，予算の執行は決して

放縦化してはいない。統一国庫制度から見ると「内部留保」の存在は容認でき

るものではないが，それとて政策の機動性を高めるという側面を持っている。

定額据置は「官省院使局費」の抑制を通して紙幣消却に貢献し，現実の予算過

程にも大きな悪影響は及ぼさなかった。政策的には明らかに成功しており，従

来の評価は再考されるべきであるO
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